
 
政
令
第
五
十
六
号

 

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

内
閣
は
、
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
三
十
一
号
）
第
六
十
九
条
の
二
第
二
項
か

 

ら
第
四
項
ま
で
並
び
に
第
七
十
条
の
二
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
対
策
特
別
措
置
法
施
行
令
（
平
成
二
十
五
年
政
令
第
百
二
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

 

す
る
。

 

第
二
十
三
条
の
次
に
次
の
四
条
を
加
え
る
。 

（
費
用
ご
と
の
地
方
公
共
団
体
の
負
担
額
）

第
二
十
三
条
の
二

法
第
六
十
九
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る
同
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
費
用
ご
と
の
都
道
府
県
又
は
市
町

 

村
の
負
担
額
は
、
そ
れ
ぞ
れ
各
年
度
に
お
け
る
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
出
し
た
金
額
を
合
算
し
た
金
額
と
す
る
。

一

都
道
府
県
が
支
弁
し
、
又
は
補
助
す
る
費
用
（
感
染
症
法
第
六
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る

感
染
症
法
第
五
十
八
条
（
第
十
二
号
及
び
第
十
七
号
を
除
く
。
）
又
は
第
六
十
条
第
三
項
（
感
染
症
法
第
三
十
六
条
の
六

第
一
項
に
規
定
す
る
検
査
等
措
置
協
定
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
の
規
定
に
よ
り
保
健
所
を
設
置
す
る
市
又
は
特
別
区
が



支
弁
し
、
又
は
補
助
す
る
費
用
を
含
む
。
）
に
つ
い
て
は
、
当
該
費
用
か
ら
、
国
が
負
担
し
、
若
し
く
は
補
助
し
、
又
は

 
交
付
金
を
交
付
す
る
額
を
控
除
し
た
金
額

二

市
町
村
が
支
弁
す
る
費
用
の
一
部
を
都
道
府
県
が
負
担
す
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
都
道
府
県
が
負
担
す
る
費
用
か

 

ら
国
が
負
担
す
る
額
を
控
除
し
た
金
額

 

三

市
町
村
が
支
弁
す
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
費
用
か
ら
都
道
府
県
が
負
担
す
る
額
を
控
除
し
た
金
額

 

（
特
別
交
付
金
交
付
額
の
費
用
別
の
交
付
の
方
法
）

第
二
十
三
条
の
三

国
は
、
都
道
府
県
又
は
市
町
村
に
係
る
特
別
交
付
金
交
付
額
（
法
第
六
十
九
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る

特
別
交
付
金
交
付
額
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
次
の
算
式
に
よ
り
法
第
六
十
九
条
の
二
第
一
項
各
号
に

掲
げ
る
費
用
ご
と
に
分
割
し
、
そ
の
分
割
し
た
特
別
交
付
金
交
付
額
（
次
条
に
お
い
て
「
費
用
別
交
付
額
」
と
い
う
。
）
の

当
該
各
費
用
の
総
額
に
対
す
る
割
合
を
、
こ
れ
ら
の
費
用
に
つ
き
国
が
負
担
し
、
若
し
く
は
補
助
し
、
又
は
交
付
金
を
交
付

 

す
る
割
合
に
加
算
し
て
交
付
金
を
交
付
す
る
も
の
と
す
る
。

 
当
該
都
道
府
県
又
は
当
該
市
町
村
に
係
る
特
別
交
付
金

 
 

法
第

条
の
２
第
１
項
各
号
に
掲
げ
る
費
用
ご
と
の
当

交
付
額

6
9



 

×

 
該
都
道
府
県
又
は
当
該
市
町
村
の
負
担
額

法
第

条
の
２
第
１
項
各
号
に
掲
げ
る
費
用
ご
と
の

6
9

 

 
当
該
都
道
府
県
又
は
当
該
市
町
村
の
負
担
額
の
合
算
額

 

（
費
用
別
交
付
額
に
係
る
国
の
交
付
金
の
交
付
）

第
二
十
三
条
の
四

費
用
別
交
付
額
に
係
る
交
付
金
は
、
毎
会
計
年
度
に
お
い
て
交
付
す
る
法
第
六
十
九
条
の
二
第
一
項
各
号

に
掲
げ
る
費
用
に
係
る
国
の
負
担
金
若
し
く
は
補
助
金
又
は
交
付
金
の
交
付
に
あ
わ
せ
て
、
当
該
年
度
内
に
交
付
す
る
も
の

と
す
る
。
た
だ
し
、
特
別
の
理
由
に
よ
り
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
翌
年
度
以
降
に

 

お
い
て
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。

 

（
政
令
で
定
め
る
地
方
公
共
団
体
等
）

 

第
二
十
三
条
の
五

法
第
七
十
条
の
二
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
地
方
公
共
団
体
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

 

一

都
道
府
県
、
保
健
所
を
設
置
す
る
市
及
び
特
別
区

二

新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
の
発
生
に
よ
り
そ
の
財
政
運
営
に
特
に
著
し
い
支
障
が
生
じ
、
又
は
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る

 

も
の
と
し
て
総
務
大
臣
が
指
定
す
る
市
町
村
（
前
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。
）



 
２

前
項
第
二
号
に
掲
げ
る
市
町
村
は
、
総
務
大
臣
が
告
示
す
る
。

３

法
第
七
十
条
の
二
第
一
項
の
地
方
債
を
財
政
融
資
資
金
で
引
き
受
け
た
場
合
に
お
け
る
当
該
地
方
債
の
利
息
の
定
率
は
、

当
該
地
方
債
を
発
行
し
た
年
度
に
お
け
る
財
政
融
資
資
金
の
引
受
け
に
係
る
地
方
財
政
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九

 

号
）
第
五
条
第
四
号
の
規
定
に
よ
っ
て
起
こ
し
た
地
方
債
の
利
息
の
定
率
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

４

法
第
七
十
条
の
二
第
一
項
の
地
方
債
を
財
政
融
資
資
金
で
引
き
受
け
た
場
合
に
お
け
る
当
該
地
方
債
の
償
還
方
法
は
、
当 

該
地
方
債
を
発
行
し
た
年
度
以
降
十
年
以
内
の
半
年
賦
（
う
ち
二
年
以
内
の
据
置
期
間
を
含
む
。
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

 

附

則

 

こ
の
政
令
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

  


